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　今更声高に主張するような話ではないが、日系
企業の海外進出はこの 20～ 30年間の間に急速に
進んできた。しかしながらこの数年間に限ればそ
の動きに陰りが見えている。経産省の行う海外事
業活動基本調査の調査結果をみると、現地法人数、
現地法人従業者数、製造業企業の海外生産比率と
いった主要な指標において、その鈍化・低下が見
られ、撤退企業数などもこの 10年程度で上昇し
ていることが分かる。また、2016年度に進出した
現地法人の割合を新規設立・資本参加時期別及び
地域別にみると、欧州、北米に進出した企業の割
合が増加、ASEAN4、NIEsに進出した企業の割合
は減少している。
　このような鈍化の要因を何に求めるかはさてお
き、既に進出をした企業は把握出来るだけでも
25000社程度にのぼり、現在においても海外進出
を考えている企業は多数存在する。このため海外
展開を行った企業は様々な困難に直面するが、そ
の困難をどのようにして克服してきたのかという
点についての実践的・政策的含意を求めた研究が
これまで多数行われてきた。例えば、大﨑（2017）
では、ユニクロのフィリピンへの進出について標
準化（グローバルなビジネス環境下で様々な基
準・制度を標準化することによってコストの縮
減、ブランドイメージの維持などがはかれる）と
適応化（海外展開した先の市場にフィットするよ
うにローカライズされたマーケット戦略をたてる
ことで標準化ではとりこぼしてしまう販売機会の
拡大が可能）という二つの軸から検討を行ってい
る。結論としては、ユニクロというグローバルな
企業が行う販売戦略の下ではブランドイメージの
維持、徹底が重要なため標準化が企業の戦略の軸
になっていると述べている。一方、西原（2017）
では台湾モスバーガーの成功には現地経営パート
ナーの役割が大きいことを述べている。また、苑
（2018）でも、南アフリカに進出した日系企業の
成功を支えた一つの要因に現地パートナーの熱意
をあげている。更には、南アフリカの現地におい
てベテランの日本人駐在者が果たした役割の大き
さにもふれ「この日本人駐在者を抜きにしたら、
SY社における日本的生産システムのことを語れ
ない」と述べ、キーパーソンとなる日本人駐在員
の存在が工場の現地移転の成功に極めて大きな役
割をもっていたことを述べている。
　このような現地化の成功例もある一方で、中川
他（2015）では、日系企業がもつ組織固有の文化
をどのように海外の子会社や生産の現場に移転し
ているのかを組織社会化と呼ばれる現象から検
